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平成２３年（受）第１４００号 損害賠償請求事件  

平成２４年１１月２７日 第三小法廷判決 

 

            主     文 

       本件上告を棄却する。 

       上告費用は上告人の負担とする。 

            理     由 

 上告代理人木村久也ほかの上告受理申立て理由第２及び第３について 

 １ 本件は，被上告人らが，上告人をいわゆるアレンジャーとするシンジケート

ローンへの招へいを受けて上告人と共にＡに対し合計９億円のシンジケートローン

を実行したところ，程なくして同社の経営が破綻して損害を被ったことにつき，こ

の損害は，上告人がアレンジャーとしての情報提供義務を怠ったために生じたもの

であるなどと主張し，上告人に対し，不法行為に基づく損害賠償を求める事案であ

る。 

 ２ 原審の適法に確定した事実関係の概要は，次のとおりである。 

 (1) Ａは，石油製品の卸売等を目的とする株式会社であり，平成１９年当時の

代表取締役は，Ｂであった。 

 (2) 上告人は，平成１７年２月頃からＡと銀行取引を行っていたが，平成１９

年８月２９日，Ａの委託を受けて，総額１０億円を予定するシンジケートローンの

アレンジャーとなって，被上告人らを含む合計１０の金融機関に対しその参加を招

へいし，被上告人らについては，同月３０日又は３１日に上告人の担当者が各店舗

を訪問して上記シンジケートローンの説明をするなどした。この際，上告人は，招
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へい先金融機関に対し，Ａの同年３月期決算書のほか，上記シンジケートローンの

条件の概要等を記載した参加案内資料及び上記シンジケートローンの必要性，返済

見込み等を記載した補足資料を交付したが，このうち参加案内資料には，留意事項

として，資料に含まれる情報の正確性・真実性について上告人は一切の責任を負わ

ないこと，資料は必要な情報を全て包含しているわけではなく，招へい先金融機関

で独自にＡの信用力等の審査を行う必要があることなどが記載されていた。 

 (3) 他方，ＡのいわゆるメインバンクであったＣは，平成１９年３月，他の１

１の金融機関と共に，Ａに対し総額約３０億円のシンジケートローン（以下「別件

シ・ローン」という。）を組成し，実行するとともに，別件シ・ローンにおいて他

の参加金融機関の代理人（いわゆるエージェント）となっていたところ，同年８月

２８日又は２９日頃，Ｂに対し，Ａの同年３月期決算書において不適切な処理がさ

れている疑いがある旨を指摘し，同決算書に関して専門家による財務調査を行う必

要があり，これを行わなければ，同年９月末以降の別件シ・ローンの継続ができな

い旨を告げた。 

 Ｂは，上記財務調査の実施を承諾し，別件シ・ローンの各参加金融機関に対し，

上記決算書において一部不適切な処理がされている可能性があるため，Ｄに同決算

書の精査を依頼する予定である旨を記載したＡ名義の平成１９年９月１０日付けの

書面（以下「本件書面」という。）を送付した。 

 (4) 上告人による上記(2)の参加招へいに対し，被上告人らは，それぞれ，Ａの

決算書等を検討し，上告人に質問するなどして，平成１９年９月２０日頃までに参

加の意向を示したことから，上告人及び被上告人らによる総額９億円のシンジケー

トローン（以下「本件シ・ローン」という。）が組成され，実行されることとなっ
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た。そして，上告人岡崎支店の行員で本件シ・ローンの担当者であったＥは，本件

シ・ローンの契約書調印手続のため，同月２１日，Ａに赴いた。 

 (5) ところが，上記調印手続に先立ち，Ｂは，Ｅに対し，本件書面を示し，Ｃ

がＡの平成１９年３月期決算書に不適切な処理がある旨の疑念を有しており，別件

シ・ローンの参加金融機関に本件書面を送付した旨の情報（以下「本件情報」とい

う。）を告げた。これは，Ｂとしては，本件シ・ローンのアレンジャーである上告

人ないしその担当者であるＥに，本件シ・ローンの組成・実行手続の継続の是非に

ついて判断を委ねる趣旨であった。 

 これに対し，上告人ないしＥは，本件情報を被上告人らに一切告げることなく，

本件シ・ローンの組成・実行手続を継続した。 

 (6) 上告人及び被上告人らは，平成１９年９月２８日，Ａに対し，本件シ・ロ

ーンの実行として，上告人が４億円，被上告人Ｘ１及び同Ｘ２が各２億円，同Ｘ３

が１億円の合計９億円を，平成２０年３月２８日を第１回返済日とし，半年ごとに

９０００万円ずつ１０回払で返済し，各回の返済額は本件シ・ローンの参加割合に

応じて案分するなどとの条件で貸し付けた。もっとも，上記９億円のうち３億円

は，上告人のＡ及びその関連会社に対する貸付金の返済に回された。 

 そして，本件シ・ローンの実行に伴い，平成１９年９月２８日，上告人は，Ａか

らアレンジャーフィーないしエージェントフィーとして３７８０万円の支払を受

け，被上告人らは，参加手数料（パーティシペーションフィー）として，被上告人

Ｘ１及び同Ｘ２が各２１０万円，同Ｘ３が１０５万円（いずれも上記個別貸付額の

１％及び消費税相当額）を受領した。 

 (7) 平成１９年１０月２９日まで行われたＤによる財務調査の結果，Ａの同年
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３月期決算書には，実在しない売掛金や前渡金の計上等があり，純資産額が約４０

億円過大となる粉飾のあることが判明した。このため，Ｃは，Ａに対し，同年１０

月３１日，別件シ・ローンの継続はできない旨及び自行単独融資分につき期限の利

益喪失を通知した。 

 結局，Ａは，平成２０年４月１１日，自らの申立てに基づき名古屋地方裁判所か

ら再生手続開始の決定を受けた。 

 ３ 所論は，被上告人らは金融機関として貸付取引に精通しており，上告人が本

件シ・ローンのアレンジャーであるからといって，被上告人らに対する情報提供義

務を負うものではないと解すべきであり，上告人の情報提供義務違反に基づく不法

行為責任を認めた原審の判断は，民法７０９条の解釈適用を誤っているというもの

である。 

 ４ 前記事実関係によれば，本件情報は，ＡのメインバンクであるＣが，Ａの平

成１９年３月期決算書の内容に単に疑念を抱いたというにとどまらず，Ａに対し，

外部専門業者による決算書の精査を強く指示した上，その旨を別件シ・ローンの参

加金融機関にも周知させたというものである。このような本件情報は，Ａの信用力

についての判断に重大な影響を与えるものであって，本来，借主となるＡ自身が貸

主となる被上告人らに対して明らかにすべきであり，被上告人らが本件シ・ローン

参加前にこれを知れば，その参加を取り止めるか，少なくとも上記精査の結果を待

つことにするのが通常の対応であるということができ，その対応をとっていたなら

ば，本件シ・ローンを実行したことによる損害を被ることもなかったものと解され

る。他方，本件情報は，別件シ・ローンに関与していない被上告人らが自ら知るこ

とは通常期待し得ないものであるところ，前記事実関係によれば，Ｂは，本件シ・
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ローンのアレンジャーである上告人ないしその担当者のＥに本件シ・ローンの組成

・実行手続の継続に係る判断を委ねる趣旨で，本件情報をＥに告げたというのであ

る。 

 これらの事実に照らせば，アレンジャーである上告人から本件シ・ローンの説明

と参加の招へいを受けた被上告人らとしては，上告人から交付された資料の中に，

資料に含まれる情報の正確性・真実性について上告人は一切の責任を負わず，招へ

い先金融機関で独自にＡの信用力等の審査を行う必要があることなどが記載されて

いたものがあるとしても，上告人がアレンジャー業務の遂行過程で入手した本件情

報については，これが被上告人らに提供されるように対応することを期待するのが

当然といえ，被上告人らに対し本件シ・ローンへの参加を招へいした上告人として

も，そのような対応が必要であることに容易に思い至るべきものといえる。また，

この場合において，上告人が被上告人らに直接本件情報を提供したとしても，本件

の事実関係の下では，上告人のＡに対する守秘義務違反が問題となるものとはいえ

ず，他に上告人による本件情報の提供に何らかの支障があることもうかがわれな

い。 

 そうすると，本件シ・ローンのアレンジャーである上告人は，本件シ・ローンへ

の参加を招へいした被上告人らに対し，信義則上，本件シ・ローン組成・実行前に

本件情報を提供すべき注意義務を負うものと解するのが相当である。そして，上告

人は，この義務に違反して本件情報を被上告人らに提供しなかったのであるから，

被上告人らに対する不法行為責任が認められるというべきである。 

 ５ 以上によれば，所論の点に関する原審の判断は，結論において是認すること

ができる。論旨は採用することができない。 
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 よって，裁判官全員一致の意見で，主文のとおり判決する。なお，裁判官田原睦

夫の補足意見がある。 

 裁判官田原睦夫の補足意見は，次のとおりである。 

 本件は，シンジケート・ローンにおけるアレンジャーの不法行為責任が問われた

初めての事案であり，原審判決を巡って種々の論議がなされていることに鑑み，以

下のとおり補足意見を述べる。 

 １ Ａの被上告人らに対する情報提供義務について 

 一般に，金融機関に融資を申し込む者は，その申込みに際して誠実に対応すべき

義務を信義則上負っているものといえ，融資の可否の判断に大きな影響を与え得る

情報を秘匿して融資の申込みを行い，その結果融資した金融機関に損害を与えた場

合には，不法行為責任を負うものというべきである。 

 本件においては，Ａのメインバンクが，同社の平成１９年３月期決算書において

不適切な処理が行われている疑がある旨を指摘し，同決算書に関して専門家による

財務調査を行う必要があり，これを行わなければ，同年９月末以降の別件シンジケ

ート・ローンの継続ができない旨告げたというのであるところ，その事実は同社の

信用の根幹に関わる重要な情報であるから，同社が金融機関に融資を申し込むに際

して信義則上当該金融機関に提供すべき情報に該当するものであり，また，融資申

込み後その融資実行前に判明した場合においても，同様に提供すべき情報であると

いえる。 

 殊に，Ａが上告人に対して本件シンジケート・ローンの組成を委託するに際して

提出したいわゆるインフォメーション・メモランダムにおいて，同社が提供する資

料について「その内容が真実かつ正確であることを保証」しているところ，そこで
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提供される決算資料の正確性について，メインバンクが疑念を抱き，専門家による

財務調査を求めているとの事実は，シンジケート・ローンへの参加を招聘されてい

る金融機関にとって，その参加の可否を決する上での重要な情報である。 

 従って上記の事実は，Ａにおいて，本件シンジケート・ローンへの参加の呼び掛

けに応じようとしている金融機関に対して信義則上開示すべき重要な情報であると

いえる。 

 ２ アレンジャーとしての上告人の被上告人らに対する本件情報提供義務につい

て 

 (1) アレンジャーと借受人との関係は，一般に準委任と解されているところ，

シンジケート・ローンへの招聘を受けた金融機関において参加の可否の判断に重大

な影響を与えるべき事実を借受人が秘匿していることをアレンジャーが知った場合

に，敢えてその事実を秘匿したままアレンジャーの業務を遂行し，その結果シンジ

ケート・ローンの参加者が損害を被った場合には，アレンジャーは借受人の情報提

供義務違反に加担したものとして，共同不法行為責任が問われ得るといえる（アレ

ンジャーがかかる事実を知った場合には，受託者としての善管注意義務の一環とし

て，借受人に対して，その情報を参加を招聘する金融機関に開示するよう助言すべ

きであり，借受人がその助言に応じない場合には，アレンジャーとしての受任契約

を解約することが検討されて然るべきであろう。）。 

 (2) 次にアレンジャーとシンジケート・ローンへの参加を希望する金融機関と

の間には，契約関係は存しないが，アレンジャーはシンジケート・ローンへの参加

を呼び掛けるに当っては，一般にアレンジャーとしてその相手方に対して提供が求

められる範囲内において，誠実に情報を開示すべき信義則上の義務を負うものとい
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うべきであり，殊にアレンジャーがその業務の遂行過程で得た情報のうち，相手方

が参加の可否を判断する上において影響を及ぼすと認められる一般的に重要な情報

は，相手方に提供すべきものであり，それを怠った場合には，参加希望者を招聘す

る者としての信義則上の誠実義務に違反するものとして，不法行為責任が問われ得

ると言える。 

 (3) 上告人の本件情報提供義務 

 本件情報は，前記のとおり本件のインフォメーション・メモランダムにて確約さ

れたＡの提供した資料の真実性，正確性を揺るがす情報であって，被上告人らの本

件シンジケート・ローンにかかる融資契約の締結前に明らかになったものであり，

被上告人らが融資契約締結の可否を判断するうえで重要な影響を及ぼし得る情報で

ある。また，上告人は本件情報をアレンジャー業務の遂行過程で入手したものであ

るから，上告人は上記(1)，(2)の何れの点からしても，被上告人らに直ちに本件情

報を開示すべき信義則上の義務を負っていたものということができるのであり，そ

の違反に対しては不法行為責任が問われて然るべきである。 

 ３ 上告人の守秘義務について 

 一般に金融機関は，取引先から入手した情報については第三者に対する守秘義務

を負っていると言える。しかし借受人が金融機関にシンジケート・ローンのアレン

ジャー業務を委託した場合において，その業務の遂行に必要な情報は，借受人とア

レンジャーとの間で別段の合意がない限り，当然に招聘先に開示されるべきもので

あり，借受人はアレンジャーに対し，守秘を求める利益を有しないものというべき

である。 

 そして，本件情報は，前記のとおりＡとして，当然に被上告人ら参加金融機関に
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対して開示すべきものであり，また，本件記録上Ａと上告人間で本件情報の秘匿に

関する特段の合意がなされたことは窺えないのであるから，本件情報の提供に関

し，上告人の守秘義務が問題となる余地はないものというべきである。 

 ４ 追って，上告受理決定の論旨外であるが，上告人は，上告受理申立理由書に

おいて，本件においては，過失相殺がなされるべき旨縷々主張しているので，その

点について補足的に以下に触れておく。 

 確かに本件記録によれば，参加金融機関に開示されたＡの過去３期の決算書を瞥

見するだけでも幾つかの計数上の問題点が浮び上るのであり，事実審において過失

相殺の有無が問われても然るべき事案であることが窺える。しかし，上告人は，原

審迄に過失相殺の主張をしていない以上，当審で採り上げるべき論点でないことは

言う迄もない。 

(裁判長裁判官 岡部喜代子 裁判官 田原睦夫 裁判官 大谷剛彦 裁判官  

寺田逸郎 裁判官 大橋正春) 


